
（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 
 

かもと稲田支援学校 令和６年度（２０２４年度）学校評価表 
 

１ 学校教育目標 
地域や家庭と連携しながら児童生徒一人一人に応じた教育活動を実践することで、児童生徒が自分

に自信を持ち、夢に向かって挑戦する力や地域社会の中で生きていく力を育む。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

〇児童生徒が安心して学び、生活できる教育環境の整備（危機管理体制の推進、健康・安全教育
の充実） 

〇「道徳」の授業をはじめ全ての教育活動における相手を思いやる豊かな心の育成と人権教育の
充実 

（２）学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 
〇単元のまとまりを見通した授業構想と教科横断的視点からの授業改善による、生活に結びつい
た確かな学力の定着 

〇自立活動の充実と積極的なＩＣＴ活用等による学習支援の工夫 
（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 

〇地場産業や地域の方々と協働した授業づくりと就労につなぐ地域との連携 
〇地域の自然や公共施設等を活用した健やかな心や体の育成(自然・文化体験や地域貢献活動等) 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 
〇交流及び共同学習の推進 
〇学校公開等を通した特別支援教育に関する情報の積極的発信 
〇幼児教育施設や小・中・高等学校への研修会等を通した地域の子どもたちへの支援の充実 

（５）教職員が健康で生き生きと働ける職場環境づくり 
  〇風通しの良い職場づくりの推進  

〇校務の精選・効率化、ＤＸ化等による働き方改革の推進 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

校訓に沿った
取組の具現化      

・校訓に沿った
目標設定や実
践に取り組む
ことができた
か。 

 
 

・校訓に沿った本
年度の重点目標
を意識した新た
な取組を実施で
きる。 

・職員が本年度の
重点目標を高く
意識し、昨年度
の取組をより深
化、進化するこ
とができる。 

・本年度の重点
目標を職員会
議等で明確に
職員に示す。 

・職員が本年度
の重点目標に
沿って実践で
きたか、職員
会議毎に振り
返る機会を設
ける。 

Ｂ 

校訓とめざす児童
生徒の姿を見据え
て、各学部でどの
ように育んでいく
のか、系統性を踏
まえながら取り組
む内容を検討した
ことで、職員が重
点目標等への意識
がより高まった。 

業務改善 
 

・業務の精選、
効率化が実施
できたか。 

 
 

・全職員が会議、
研修や行事準備
等を精選し、効
率的に業務を行
う意識を高め、
授業づくりの日
の充実を図ると
ともに、放課後
に個人の業務に
充てる日を昨年
度よりも１０日
以上増やす。 

・各分掌部・委
員会等で、全
体を俯瞰しな
がら会議等の
精選や短時間
の会議を組み
合せる等の工
夫を行う。 

・授業づくりの
日をノー会議
デーとし、授
業の充実を図
る。 

Ｂ 

会議や研修等短時
間の会議を組み合
わせやオンライン
会議の活用等、効
率的に業務を進め
た。 
授業づくりの日を
ノー会議デーとし
たことで、個人の
業務に充てる日が
増え、授業の充実
を図ることができ
た。 

働き方改革 
 

・職員の時間外
勤務時間の短
縮に関する意
識を向上させ
ることができ
たか。 
 

・７０％以上の職
員が昨年度の自
身の時間勤務を
短縮することが
できる。 

・毎月の衛生委
員会で時間外
勤務状況の要
因と改善策を
協議し、全職
員に周知して
改善を図る。 

Ｂ 

衛生委員会で勤務
状況を基に協議を
行い、業務の平準
化や対策を協議し
た。昨年度の時間
外勤務時間よりも
短縮できた職員は 



・情報共有は 
Teams等を活
用し、勤務時
間の短縮を図
る。 

６２％だが、昨年
度より全体の時間
外勤務時間を短縮
できた。 

安全・安心な 
教育環境の整

備 

・児童生徒が安
全に安心して
学校生活を送
れるような環
境整備や、防
災・安全教育
ができたか。 

 
 

・危機管理マニュ
アルや教職員初
動マニュアルに
沿った危機管理
体制を迅速に構
築し、安全な対
応ができるよう
にする。 

 
 
 
・現在の美しい学
校環境を維持し
つつ、衛生的で
安心安全な教育
環境を保つこと
ができる。 

・危機管理マニ
ュアルや教職
員初動マニュ
アルを年度当
初に関係職員
に配付し、マ
ニュアルに沿
った訓練を年
に６回実施す
る。 

 
・定期的な環境
美化作業や、
日常的な校内
清掃を計画す
る。また、児
童生徒が事故
等に至る前に
早期発見・早
期対応ができ
るよう、毎月
の安全点検や
ヒヤリハット
メモの集約を
行う。 

Ａ 

年度当初にマニュ
アルを関係職員に
配付し、各校舎６
回以上の危機管理
に関する訓練を実
施した。訓練後は
反省を基に各マニ
ュアルを加筆修正
し、職員へ周知徹
底することができ
た。 
児童生徒と取り組
む清掃範囲・内容
を基本に、定期的
に職員清掃・職員
作業を計画・実施
できた。また、安
全点検等で発見さ
れた不具合箇所を
事務部と連携して
速やかに対応した
ことで、衛生的で
安心安全な教育環
境を保つことがで
きた。 

・児童生徒が主
体的に心身の
健康について
考えられる健
康教育ができ
たか。 

 

・健康の基礎、体
づくりに関して、
系統的な指導支
援のもと、児童
生徒が主体的に
体を動かす機会
を増やす。また、
個別指導の充実
を図る。 

・食に関する指
導の年間計画 
を作成し、集団
指導・個別指導
の相互で補完し、
児童生徒が自ら
の食に関する
習慣を考えるこ
とができる。 

・各学部と連携
を図って、発
達段階に応じ
た「ちょこス
ポ動画」を制
作し、各学部
等への周知方
法を工夫する。 

 
・健康診断の結
果等から、担
任・保護者・
養護教諭が連
携し、児童生
徒と食に関す
る習慣を整え
る取り組みを
実施する。 

Ｂ 

各学部の職員間で
連携して児童生徒
の発達段階に応じ
た「ちょこスポ動
画」を制作し、全
校集会等で取り組
み周知することが
できた。 
 
年間計画を基に全
学部で食に関する
集団指導ができ
た。また、関係者
と連携して、食習
慣を整えるための
個別指導も実施で
きた。 

 
授業の
充実 
 

カリキュラム
マネジメント
の推進 
 

・学部間のつな
がりを意識し
た教育課程を
編成すること
ができたか。 

 
 

・学校教育目標や 
各学部における
「育てたい力」
を踏まえ、週時
間割や年間指導
計画の改善に取
り組むことがで
きる。 

・各学部におけ
る「育てたい
力」の視点か
ら教育課程改
善に取り組む
ことができる
よう、「育て
たい力」を一
覧表に整理す
る。また、検
討委員会や学
部検討の方法、
スケジュール
等について前
年度の方法を
見直し、効果
的に実施する。 

Ｂ 

各学部における「
育てたい力」を挙
げて一覧表に整理
したことで、学校
全体で学校教育目
標について考える
機会となった。ま
た、スケジュール
を見直し、１学期
から教育課程アン
ケート等に取り組
んだことで各学部
における課題や検
討事項を早めに整
理し、計画的に取
り組むことができ
た。 



自立活動の充
実 

・児童生徒一人
一人に応じた
目標設定や教
材・教具、授
業展開の工夫
等、職員の自
立活動に関す
る実践力を高
めることがで
きたか。 

 
 

・研修や自己研鑽
を通して、全職
員が自立活動の
知識・理解を深
めるとともに、
一人一人の実態
に基づいた具体
的な指導内容・
方法を考え、実
践事例をまとめ
ることができ
る。 

・自立活動目標
設定シート作
成日を設定し
て、話し合い
を基に指導目
標や指導内容
・方法等の検
討を行う。 

・代表事例によ
る研究授業お
よび授業研究
会、全職員に
よる実践共有
研修を実施し
て、事例から
学んだり職員
間で協議した
りする場を設
ける。 

Ｂ 

スキルアップ研修
に合わせ、管理職
による指導研修や
事例共有等の校内
研修を実施した。
授業者一人一人が
児童生徒の実態に
基づいた授業を考
え、実践すること
ができた。また、
指導内容や教材に
ついて、職員同士
の意見交換ができ
た。次年度は、ス
キルアップ研修の
研究授業代表事例
について、事前に
全体で事例検討す
る場を設け、さら
に深い学びにつな
げたい。 

ＰＤＣＡサイ
クルに基づい
た授業改善 
 

・授業の進め方
や評価の仕方
等を職員同士
で話し合い、
改善に向けて
取り組むこと
ができたか。 

 
 

・各学部の実情に
応じて授業のＰ
ＤＣＡサイクル
をシステムとし
て運用する方法
を確立させ、効
果的に授業改善
を行うことがで
きる。 

・学部研と授業
づくりの日を
活用し、職員
同士で話し合
いながら授業
づくり・授業
反省を行う機
会を積極的に
設ける。 

・スーパーティ
ーチャーを招
聘し、授業づ
くりに関する
基礎的な内容
の職員研修を
実施する。 

Ａ 

授業づくりの日に
授業計画や反省を
話し合い、授業改
善を図ることがで
きた。学部研では
事例を基に協議・
検討を行い、職員
同士の学び合いが
できた。夏季休業
中に講師を招聘し
ての研修を行い、
知的障がい教育に
おける授業づくり
の基本を学ぶこと
ができた。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

キャリア教育 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・キャリア教育
推進の方策に
沿った教育の
実践ができた
か。 

 
 

・児童生徒が社会
的・職業的自立
に必要な能力や
態度を養い、主
体的に自らの進
路を選択・決定
できる力を育て
るための取組を
系統的に計画、
実践することが
できる。 

・熊本県雇用環
境整備協会や
山鹿市福祉課
等の関係機関
と連携して、
児童生徒やそ
の保護者に職
場情報の提供
を行い、進路
選択の充実を
図る。 

Ｂ 

各団体と連携し、
主催の職業適性検
査や新社会人セミ
ナーを実施し、生
徒の職業的自立に
必要な能力の育成
を行うことができ
た。また、合同就
職説明会への参加
等を保護者への参
加も呼び掛けるこ
とで、事業所の内
容がわかり、進路
情報を提供するこ
とができた。 

進路指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一人一人が持
てる力を十分
に発揮し、積
極的に自立・
社会参加がで
きる支援がで
きたか。 

 

・各学部の発達段
階に応じて、自
立・社会参加に
向けた進路学習、
体験学習を計画
し、実践するこ
とができる。 

・職場見学・体
験活動を学年
の実態に合わ
せて、系統的
に計画・実施
する。 

 Ｂ 

小中学部では職場
見学（めん食、居
屋敷の里）を実施
し、進路を考える
機会とした。高等
部では、現場実習
先の検討のために
職場体験（サンシ
ャインワークス）
を実施し、実習先
の選択・決定につ
なげることができ
た。 



 進路指導 

 

・アフターケア
や同窓会組織
の運営等、卒
業後の就労や
充実した生活
を継続する体
制を整備する
ことができた
か。 

 

・卒業生一人一人
の就労状況や生
活面の現状を把
握する。課題が
ある場合は、関
係者と連携し、
解決に向けて取
り組むことがで
きる。 

 
・卒業生ができる
だけ多く入会し、
参加しやすい時
期と内容の活動
を企画する。 

・卒業生の定期
的なアフター
ケア（１年目
に３回、２年
目に２回、３
年目に１回）
を行い、卒業
生が継続した
社会生活を送
れるようにす
る。 

・かもと稲田ま
つりの日等に
同窓会会員が
集まれるよう、
同窓会規約を
見直し適切な
日時や活動を
取り決めてい
けるようにす
る。 

Ｂ 

予定していた回数
の定期的なアフタ
ーケアは行えなか
ったが、各就労先
と連携して、就労
状況を把握し、定
着に向けて情報交
換を行うことがで
きた。課題があっ
た際には、就業・
生活支援センター
と連携し、事業所
に訪問し課題解決
を図った。 
かもと稲田まつり
の日に同窓会総会
と同窓会活動とし
てジュース販売活
動を実施し、同窓
会で集まれる機会
として今後も同様
に行っていけるよ
うに同窓会総会に
て決めることがで
きた。 

生徒 
(生活) 
指導 

主体的な児童
生徒会、委員
会の活動を支
える組織的な
指導 
 
 
 

・生活目標や人
権教育の目標
を踏まえた、
児童生徒の主
体的な取組が
できるような
指導ができた
か。 

 
 

・全校集会等を通
じて児童生徒会
役員が学校生活
をよりよくする
ために、自分の
考えやアイディ
アを出し合いな
がら、主体的に
活動できるよう
になる。 

・児童生徒が自
ら考えやすく
なるように、
必要に応じて
具体的な例を
挙げて説明す
る。また、お
互いの意見を
尊重しながら
協力して活動
できるよう、
できるかぎり
教師は見守る
ようにする。 

Ａ 

いじめ防止のアイ
ディア募集を全校
児童生徒に行い、
各学部の実態に応
じたスローガンを
作成することがで
きた。全校集会に
向けて、児童生徒
会役員間で役割を
話し合って決め、
進行の練習を行う
など、互いに協力
しながら取り組む
ことができた。 

・全学部の児童
生徒が一体と
なって、意欲
的にかかわり
合える活動等
が実施できた
か。 

 
 

・「かもいなふれ
あいの日」では、
活動グループの
児童生徒同士が
仲間意識を持ち
協力して、活動
できるようにな
る。 

・事前にグルー
プの職員間で、
児童生徒同士
がかかわり合
えるよう、共
通理解や手立
ての工夫を図
る。 

・高等部の生徒
が中心となり、
グループの自
己紹介やゲー
ムの進行がで
きるよう、事
前に進め方等
を説明してお
く。 

Ｂ 

事前にグループの
職員間の打ち合わ
せの時間を設けた
ことで、活動内容
や児童生徒の様子
について共通理解
を図ることができ
た。 
学部行事での欠席
や生徒の実態によ
り、高等部の生徒
が中心になって会
の進行を進めるこ
とが難しく、職員
が進行することが
多かった。グルー
プ編成や活動時期
等の検討が必要で
ある。 

生活規範や交
通安全を守る
指導 
 
 
 

・生活規範に関
する理解を深
める指導が実
施できたか。 

 
 

・高等部生徒が生
徒心得を理解し、
ルールを守り、
主体的に高校生
活を送ることが
できる。 

・生徒心得の内
容を理解でき
るよう、学部
集会で定期的
に周知する。
また、身だし
なみについて

Ｂ 

生徒心得について
学部集会等で定期
的に内容の周知を
行った。また、適
切な身だしなみの
例を廊下に掲示し
た。生徒自身が生



視覚的に分か
りやすく説明
したり掲示し
たりして理解
を深める。 

徒心得を守る意識
が高まるよう、手
立ての工夫を図り
たい。 

・交通安全に関
する理解を深
める指導が実
施できたか。 

 
 

・児童生徒が安全
に登下校できる
ように、移動経
路の危険箇所に
関する職員、関
係者の理解を深
めることができ
る。 

・駐車場、バス
停周辺の安全
指導を徹底す
る。また、職
員には職員朝
会や供覧で危
険箇所を周知
し、関係機関
には情報提供
を確実に行う。 

 

Ａ 

校内駐車場周辺の
危険箇所について
は、校内職員に周
知し、放課後等デ
イサービス事業所
の駐車位置を固定
したことで、より
安全な登下校の指
導ができた。警察
官を招聘し、交通
ルールについて学
ぶことができた。 

人権教
育の推
進 

命を大切にす
る心を育む指
導 
 

・命を大切にす
る心を育む授
業づくりが実
施できたか。 

 
 

・自分は大切な存
在であるという
ことが分かり、
命を大切にする
心を育む授業を
系統的・計画的
に行うことがで
きる。 

・各学部の取組
等を紹介し合
いながら、自
分の良さ、大
切さに気付き、
命を大切にし
ようという気
持ちを育むこ
とができるよ
う、授業を工
夫する。 

Ｂ 

心のきずなを深め
る月間では、命を
大切にする心を育
む授業を各学部で
実践することがで
きた。また、人権
集会では、各学部
の人権学習の成果
を他学部の児童生
徒や職員と共有し
ながら、共同作品
を作成したり、自
分の良さを紹介し
たりすることがで
きた。 

・心のきずなを
深める授業づ
くりと職員の
意識を高める
取組ができた
か。 

 
 

・自分も友だちも
大切な存在であ
るということが
分かる授業を系
統的・計画的に
行うことができ
る。 

 
 
 
 
・職員の人権意識
を高める研修を
計画的に実施す
ることができる。 

 

・心のきずなを
深める月間、
人権集会を年
間指導計画に
沿って実施す
る。その上で、
学習内容の系
統性を学部毎
に検証し、改
善を図る。 

 
・人権学習に関
する授業作り
やオンデマン
ドを活用した
校内研修の実
施をしたり、
校外研修の開
催要項等を紹
介したりする
ことで、年間
を通じて幅広
く研修を受け
ることができ
るようにする。 

Ｂ 

各学部毎に、人権
学習の内容を検討
し、実態に応じて
ジェンダーやＳＮ
Ｓ等の人権課題に
関する学習を行う
ことができた。ま
た、昨年度の人権
学習の授業づくり
研修で作成した授
業案を基に、授業
を実践することが
できた。 
人権学習に関する
各種資料を活用し
ながら、各学部の
実態に応じた授業
案を作成すること
ができた。また、
年間の校外人権教
育研修の各研修会
への参加体制を見
直し、昨年度より
も多くの職員が参
加することができ
た。 

人権教育の理
解を深める取
組 
 
 

・職員の人権感
覚を育成する
取組ができた
か。 

 
 

・教職員同士で取
組や日頃の児童
生徒との関わり
を振り返ること
で、人権教育に
関する知的理解
を深め、人権感

・全職員が人権
教育のレポー
トを作成し、
レポートを基
にしたグルー
プ討議や日頃
の児童生徒と

Ｂ 

レポート作成や年
２回のアンケート
を通して、自身の
取組や人権感覚に
ついて、全職員が
振り返ることがで
きた。また、作成



覚を養うことが
できる。 

の関わりを振
り返るための
アンケートを
実施すること
で、職員一人
一人の人権感
覚を養う。 

したレポートを基
にグループ討議を
行い、職員一人一
人の人権感覚を養
うことができた。 

・地域や保護者
への理解啓発
を図ることが
できたか。 

 
 

・地域や保護者が
様々な人権課題
や本校における
人権教育、児童
生徒についての
理解や関心を深
め、人権感覚を
養うことができ
る。 

 
 
 
 
 

・人権教育の授
業の取組や人
権作品をホー
ムページで紹
介したり、人
権啓発に関す
る文書を案内
したりする。 Ａ 

熊本県人権子ども
集会で、本校の人
権教育の取組を発
表したことで、熊
本県内の学校の児
童生徒や職員が、
本校の人権教育や
児童生徒の理解、
関心を高まりに寄
与することができ
た。また、Google
 Classroomを活用
して、保護者に研
修案内を行うこと
ができた。 

いじめ
の防止
等 

いじめの早期
発見、未然防
止の取組 
 
 

・いじめを許さ
ない安全・安
心で優しい学
校づくりに児
童生徒会を中
心に、取り組
むことができ
たか。 

 
 

・「特別の教科 
道徳」や人権週
間等の取組につ
いて教務部と連
携し、いじめを
許さない、児童
生徒の他者を思
いやる人権感覚
を養うことがで
きる。 

・いじめ防止対
策委員会を年
３回実施し、
いじめの未然
防止の取組や
授業実践の在
り方について、
共通理解を図
る。また、外
部専門家の助
言等を各学部
で周知し、児
童生徒の対応
に生かせるよ
うにする。 

Ｂ 

いじめ防止対策委
員会を年３回実施
し、気になる児童
生徒の情報共有や
外部専門員の助言
を各学部で周知す
ることができた。
また、助言を児童
生徒の関わりの中
で生かすことがで
きた。今後も気に
なる児童生徒の情
報共有を継続して
行う。 

・学校が、日常
的な観察やア
ンケート実施
等のいじめを
未然に防ぐ取
組を保護者と
連携しながら
行うことがで
きたか。 

 
 

・保護者やＳＣ
等の関係者と
連携し、いじ
めの早期発見
に向けた取組
を行い、児童
生徒がスムー
ズにＳＯＳを
出すことがで
きるようにな
る。 

・スクールサイ
ンの周知、長
期休業日前後
のチェックリ
ストの配付等
を行う。情報
集約担当者と
生徒指導主事
が連携し、各
学部の児童生
徒の様子につ
いて共通理解
を図る。 

Ａ 

スクールサインの
活用の仕方を説明
したことで、生徒
から気づきの発信
があり、生徒の気
持ちの変化に気づ
くことができた。
また、関係機関と
共通理解を図るこ
とができた。今後
も長期休業日前後
にチェックリスト
の配付等を継続し
て行う。 

いじめ問題や
その対応に関
する理解を深
める取組 
 

・教職員の理解
を深めること
ができたか。 

 
 

・職員研修、事例
研修等を通して、
全職員がいじめ
問題を理解し、
初期対応を丁寧
に行うことがで
きるようになる。 

・初期対応マニ
ュアルを基に、
いじめ問題に
関する職員研
修を２回以上
実施する。 

 

Ａ 

職員研修を２回行
い、初期対応マニ
ュアルや事例を基
に、日頃の児童生
徒の関わり等の意
見交換ができた。 

・地域や保護者
のいじめ問題
に関する理解
や学校の取組
に関する理解
を深めること
ができたか。 

・いじめ防止等に
関する取組や人
権啓発に関する
文書案内等を積
極的に行うこと
ができる。 

・全校集会、い
じめ防止対策
委員会、職員
研修等のいじ
め防止等に関
する取組を定
期的にホーム 

 
 
 
 
 

 
Ｂ 

全校集会での取組
をホームページに
掲載し、いじめ防
止の取組について
発信することはで
きた。その他、い
じめ防止対策委員 



 
 

 ページに掲載
することで、
地域や保護者
の理解を深め
られるように
する。 

 会や職員研修等の
いじめ防止等に関
する取組の発信が
不十分であったた
め、次年度は計画
的に周知するよう
に努める。 

地域 
支援 

センター的機
能の充実 
 
 

・地域における
特別支援教育
への理解を深
めることがで
きたか。 

 

・通常学級での合
理的配慮を含め
た支援について、
理解を深めるこ
とができる。 

・ＩＣＴを活用
した支援や学
級集団全員で
できる取り組
みについて紹
介する。 

Ｂ 

漢字の書き順や読
みの指導における
ＩＣＴを活用した
支援方法を紹介す
る等、通常学級で
の合理的配慮を含
めた支援に関する
理解の深化に努め
た。 

・関係機関と連
携をしながら
地域支援にあ
たることがで
きたか。 

 
 

・山鹿市以外の専
門機関とも連携
して地域支援に
あたることがで
きる。 

・視覚・聴覚・
肢体不自由等
の支援学校コ
ーディネータ
ーや専門機関
を紹介し、必
要に応じて情
報共有をしな
がら支援にあ
たるようにす
る。 

Ａ 

盲学校、松橋東支
援、黒石原支援の
コーディネーター
と連絡を取り合っ
て、対象児童生徒
の支援について専
門的な視点での情
報を収集し、地域
支援において情報
提供をすることが
できた。 

一人一人の教
育的ニーズの
把握に基づい
た支援 
 

・校内支援の充
実を図ること
ができたか。 

 
 

・児童生徒につい
て①学部内での
情報共有②学部
内での具体的指
導、支援の検討
（シェアタイム）
③校内支援会議
での協議④外部
機関への相談、
というように、
段階的な支援を
することができ
る。 

 
 
・児童生徒の教育

的ニーズを把握
し、ＳＣやＳＳ
Ｗを活用した支
援を行うことが
できる。 

・シェアタイム
は学部の実情
に合わせて計
画的に行うよ
うにする。ま
た、学部内で
挙がった児童
生徒の情報は
地域支援部内
で共有し、段
階的な支援ま
たはＳＣ、Ｓ
ＳＷへとつな
げるようにす
る。 

・ＳＣの対象者
については、
学部主事や担
任、養護教諭
等と密に連携
して選定する。 

Ａ 

学部内だけでなく
学部主事や養護教
諭、管理職等と児
童生徒の情報共有
を校内で密に行っ
たり、必要に応じ
てＳＣ、ＳＳＷに
相談したりして、
外部専門機関を含
めた段階的な支援
を行うことができ
た。 
高等部生徒だけで
なく、小中学部の
児童生徒や保護者
にもＳＣによるカ
ウンセリングを実
施することができ
た。 

・ニーズに応じ
た巡回相談等
ができたか。 

 
 

・担任やコーディ
ネーター等との
ケース会議の中
で、対象児童生
徒の課題にせま
るためのサポー
トをすることが
できる。 

・課題解決シー
トや山鹿市
「ハートフル 
サポートシー
ト」を活用し
て、児童生徒
の実態把握を
し、支援につ
いて検討する。 

 
 
 
 
Ｂ 

「ハートフルサポ
ートシート」は実
態把握にも活用で
きること等、実際
に記入しながら具
体的な活用方法を
担任やコーディネ
ーターに説明した
ところ、数回の活
用があった。次年
度も地域の学校で
の活用につながる
よう、山鹿市合理
的配慮コーディネ
ーターと協力して
取り組む。 



交流及び共同
学習の充実 
 

・交流及び共同
学習の充実を
図ることがで
きたか。 

 
 

・各学部で、交流
及び共同学習の
目標を明確にし
た上で、計画的
に交流及び共同
学習を実施する
ことができる。 

・各教科等の年
間指導計画に
交流及び共同
学習を位置付
けるなど、目
標を明確にし
て計画的に実
施できるよう
にする。 

・実施した交流
及び共同学習
は、地域支援
部内で共有し、
改善したり次
年度に引き継
いだりできる
ようにする。 

Ｂ 

小学部では、初め
て鹿本小学校に行
き、鹿本小の児童
が考えた活動を一
緒に行うなど、活
動内容等を工夫す
ることができた。
中学部では、初め
て中学校との直接
交流をすることが
できた。高等部で
は、計画的に鹿本
地域の高等学校と
の交流及び共同学
習を実施した。特
に、鹿本商工高と
は行事での交流や
生徒会同士の交流
等、交流を深める
ことができた。 

地域連
携 
(ｺﾐｭﾆﾃ
ｨ･ｽｸｰﾙ
など) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の方々や
関係機関との
連携 
 

・地域の方々や
行政・福祉等
の関係機関と
の連携を深め、
チームとして
学校の様々な
課題解決に取
り組むことが
できたか。 

 
 

・本校の取組や課
題等を地域や行
政・福祉等の関
係機関の方々に
発信する機会を
昨年度よりも多
く設定すること
ができる。 

・ホームページ
ややまがメイ
ト等を活用し
て積極的に取
組を周知す
る。 

・学校運営協議
会を年３回実
施し、協議会
委員のアドバ
イスを基に現
在の取組の充
実、新たな取
組の推進を行
う。 

Ｂ 

本校ホームページ
に加え、やまがメ
イト、県教育委員
会ホームページを
通して本校の取組
を積極的に発信で
きた。 
学校運営協議会に
おいて、委員から
多くのアドバイス
をいただき、新た
な取組を実施する
ことができた。 

理解啓発・情
報発信 
 
 

・地域への学校
の取組等の啓
発や情報発信
を行うことが
できたか。 

 
 

・ホームページ等
で、学校の取組
に関する情報発
信を昨年度より
も多く行うこと
ができる。 

 
 
 
 
 
・オープンスクー

ルを開催し、学
校の情報をより
広く公開するこ
とができる。 

・昨年度までと
同様、学校の
取組をホーム
ページや広報
誌、やまがメ
イト等で発信
する。また、
昨年度あまり
周知していな
い内容を今年
度発信するよ
う、全職員で
共通理解を図
った上で取り
組む。 

・オープンスク
ールを各校舎
で年間１回以
上計画し、地
域に幅広く周
知した上で実
施する。 

Ｂ 

学校ホームページ
では、昨年度より
も多くの記事を掲
載し、学校行事の
準備の様子などを
載せたことで、よ
り具体的な情報発
信を行うことがで
きた。やまがメイ
トや回覧板を利用
した情報発信があ
まりできなかった
ので、情報発信の
手段については今
後も検討する。 
オープンスクール
と学校祭を各校舎
で開催し、学校関
係者だけでなく地
域に広く周知して
実施したことで、
地域への理解啓発
をより推進するこ
とができた。 

  
 
 
 
 
 



４ 学校関係者評価 
（１）学校評価アンケート（保護者）結果 
  ・昨年度「わからない」回答率が高かった「教師は、いじめを許さない姿勢を持ち、いじめ等

を発見したときは適切に対応している」「特別支援教育や学校の教育活動について、地域住民
から理解が得られるよう、学校は理解啓発に努めている」「学校における働き方改革が推進
され、教職員は、健康で生き生きと働いている」の３項目について、「わからない」の回答
率は昨年度とほぼ同じであった。 

  ・スマホ等で欠席・遅刻を入力したり、アンケートの回答をフォームス等で入力したりするシ
ステムについての質問項目を今年度新たに加えた。全体的な評価は概ね高かったが、自由意
見では「使用しにくい」「時には負担を感じる」等の意見も挙がっていた。 

（２）学校評価アンケート（職員）結果 
   特に「本校職員は、特別支援教育に関する専門的な知識や指導力を身に付けている」の項目

において、「あまりそう思わない」「そう思わない」の回答が１５％以上であった。 
（３）学校運営協議会における意見 
  ・保護者アンケート結果から、学校に感謝している意見がたくさん書かれている等、高い評価

を得ていることが伺える。  
  ・地域への理解啓発として、各区長に依頼して回覧板で本校の取組を掲載した書面を配付する

等、広報のより一層の工夫・充実に取り組んでほしい。 
  ・職員アンケートで、「専門性の向上」の評価があまり高くないのは、職員が謙遜しているの

ではないか。「専門性を身に付けるよう努力している」等、専門性を自ら高めようとする姿
勢を評価するようにしてはどうか。 

  ・授業の質の向上に関連して、児童生徒の行動の読み取り方を学んでほしい。 
  ・卒業後の相談先として、北部障害者就業・生活支援センターの事業内容や位置等、在学中に生

徒・保護者に確実に周知する必要がある。 

 
 

５ 総合評価 
（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

毎月安全点検を行い、危険箇所について事務部で早急に対応したり、様々なケースを想定し
た危機管理に関する訓練を実施し、反省を基にマニュアルを加筆修正したりして、児童生徒が
安全に安心して学校生活を送れるような環境整備に取り組むことができた。次年度も毎月の安
全点検を確実に実施し、事務部と早急に対応することで、安全・安心で優しい教育環境づくり
に引き続き努めたい。 

（２）学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 
「ノー会議デー」を設定したことで、教職員は授業計画や教材作成に充てる時間をより確保

しやすくなり、昨年度よりも授業計画及び周知、教材作成を確実に行うことができた。また、
「授業づくりの日」に授業計画や反省を学部内で話し合う機会を設けたことで、より一層授業
改善を図ることができた。さらに、授業づくりに関する校内研修の機会を複数回実施したこと
で、教職員一人一人の授業力を向上させることができた。 

（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 
   地域資源を活用した校外活動を各学部の児童生徒の実態に応じて実施し、有意義な学習活動

を展開することができた。また、新たな地域資源を開拓できたことで、児童生徒にとって新た
な学びへと発展させることができた。 
交流及び共同学習では、小・中・高等学校や地域の方と新たな取組も交えながら計画的に実

施することができ、その中で児童生徒同士がかかわり合う姿が多く見られた。 
（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 
   指導力向上研修や巡回相談、各校の特別支援教育に関する校内研修の講師等を通して、山鹿

市内の幼・小・中・高等学校におけるセンター的機能を生かすことができた。今後さらに通常
学級の担任の先生方に対して、広く特別支援教育や進路、自立活動等に関する情報発信をして
いくことで、地域の特別支援教育のより一層の充実を図りたい。 

（５）教職員が健康で生き生きと働ける職場環境づくり 
   「かも稲Ｗｏｒｋルール」を月に１～２回全職員が振り返る機会を設けたり、外部講師を招聘

して校内研修を実施したりして、風通しの良い職場づくりに努めた。また、校務の情報化や会議
の精選、毎週水曜日の「ノー会議デー」の設定等により、職員平均時間外勤務時間を短縮させる
ことができた。今後はより一層業務の平準化等を図り、全職員が健康で生き生きと働ける職場づ
くりに努めたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 



６ 次年度への課題・改善方策 
（１）職員の専門性の向上 
   児童生徒一人一人に応じた自立活動等の目標設定の手順や教材・教具、授業展開の工夫に関す

る内容等、特別支援教育に関する様々な専門性を高めていく必要がある。今年度、職員が有用感
を得られるような校内研修、お互いに学び合うことができる校内研修を企画して実施した。次年
度は、今年度の反省を踏まえ、研修の改善・工夫にさらに努めていきたい。また、校外研修に積
極的に参加したり、外部講師から指導・助言をいただく機会を設定したりして、全職員の特別支
援教育に関する専門性や指導力の向上を図る。 

（２）地域への理解啓発 
地域の小・中・高等学校との交流及び共同学習の機会を次年度も継続して設定し、活動内容の

より一層の充実、手立ての工夫等を図るとともに、双方に負担なく継続して取り組める方法を検
討しながら、お互いに教育効果の得られる質の高い交流及び共同学習を展開したい。また、本校
の取組等をより広く地域の方に周知し理解を得るために、学校行事やオープンスクール等の実
際の参観機会や作品展示・作業製品販売等の機会を積極的に設けたい。さらに、ＳＮＳのみでは
なく紙媒体を用いた広報手段の拡充等を検討し、実施する。 

（３）児童生徒、保護者、職員の小学部段階からの進路選択・進路決定に関する意識の高揚 
   小学部低学年から卒業後の生活に関連する体験活動等に計画的に取り組み、小学部高学年～

中学部段階で職場見学を実施する等、発達段階に応じた活動に取り組み、卒業後の生活に向けた
意識を早期からもてるようにする。高等部では、１年次に進路学習や校内実習、現場実習を実施
し、２、３年次に現場実習の経験を重ねながら、外部講師を招聘した進路学習、職場見学、就職
説明会等に参加することで、段階的に進路選択・進路決定に向けた意識の高揚を図る。また、全
学部の保護者に対して、山鹿市で行われる進路に関する説明会や講演会等の情報を積極的に提
供したり、校内で進路に関連する福祉制度等に関する講演会を企画したりして、小学部段階から
卒業後の生活へのイメージを保護者、職員が少しずつもてるようにする。 

   喫緊の課題は、高等部生徒の現場実習先の確保、経験できる職種の拡大である。現場実習の目
的や方法等を掲載したリーフレットを作成し、活用しながら積極的に職場開拓を行い、一般企業
等からの理解と協力が得られるように努める。 

（４）働き方改革の推進 
   今年度は、ノー会議デーを週１日確実に設定したり、会議や研修等短時間の会議を組み合わせ

やオンライン会議の活用等、効率化を図ったりしたことで、職員全体の平均時間外勤務時間を削
減することができた。次年度も継続して取り組みたい。また、衛生委員会で時間外勤務時間の削
減に向けて改善策を検討し、産業医からの助言を活かしながら、改善に努めてきた。次年度も衛
生委員会を十分に機能させ、継続して時間外勤務時間の削減に努めていく。 

（５）保護者への周知方法及びＤＸ化の推進 
   次年度も、ホームページ等を通して、本校の様々な取組をタイムリーに、積極的に発信する。

また、これまでＳＮＳによる様々なツール・アプリ等を活用して連絡・周知を図ってきた。次年
度は、保護者が負担なく操作できるよう、連絡アプリを「すぐーる」にできるかぎり一本化し、
「すぐーる」の操作方法を学部懇談等の機会を通して保護者に周知していくことで、保護者のＤ
Ｘ化の推進に対する不安や負担の軽減に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


